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令和元年度  阿賀町の決算と財政状況

◇決算規模の推移
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歳入決算額

歳出決算額

令和元年度の町の決算がまとまりました。決算は、町にどのようなお金が入り、どのようにお金を使ったかを表す

町の家計簿です。決算を通してみなさんが納めた税金の使いみちや町の財政状況などをお知らせします。 

地方公共団体の会計は、一般会計と特別会計に区分経理されていますが、各団体の会計区分は一様ではありません。

各団体相互間の状況を比較検討するため、全国統一的な方法により一般行政部門の会計を「普通会計」として整理し、

その他の会計と区分しています。阿賀町の普通会計には、一般会計、診療所特別会計（※1）及び町営スキー場事業

特別会計が含まれます。      ※1 診療所特別会計のうち、訪問看護ステーション事業は「公営企業会計」として区分しています。

歳入について、前年度と比較して主に地方交付税と県支出金、繰入金が減額、地方債と寄附金が増額しました。地

方交付税は、普通交付税の合併算定替の縮減開始から 4 年目となり、2 億 9,126 万８千円の減額となりました。県

支出金は、農地関係事業及び林道施設災害事業の完了等により 1 億 842 万 5 千円減額となりました。地方債は、消

防本部庁舎整備事業等により 6 億 1,440 万円増額しました。そのほか、ふるさと寄附金の増額などにより、歳入総

額は平成 30 年度に比べ 2 億 5,097 万 2 千円の増額となりました。 

 （百万円） 

 歳出は、主に土木費と教育費、公債費で減額となりましたが、消防費が大きく増額しました。土木費は小雪による

除排雪経費の減額等により 3 億 1,540 万 5 千円の減額となり、教育費は、給食センター改修事業の完了等により 1

億 2,764 万 5 千円減額となりました。公債費は、償還終了や新規発行の抑制により 1 億 3,527 万 9 千円減額しま

した。一方で消防費は、消防本部庁舎整備事業により 7 億 4,273 万 6 千円の増額となり、歳出総額では平成 30 年

度に比べ 7,110 万 3 千円の増額となりました。 

決算額は次のグラフのとおり推移しています。平成 21 年度以降は減少傾向にありますが、令和元年度における標

準的な町の財政規模は 78 億 7,925 万 4 千円とされており、依然として決算規模は大きくなっています。 
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令和元年度 平成 30 年度 増減額 

歳 入 126 億 4,410 万 6 千円 123億9,313万4千円 2 億 5,097 万 2 千円 

歳 出 120 億 875 万 3 千円 119 億 3,765 万円 7,110 万 3 千円 

２ 決算額の推移 
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区分 

決算収支には歳入と歳出の差額を示す形式収支のほか、いくつかの収支があります。 (千円)

令和元年度決算  平成 30 年度決算 増減額 

形式収支 635,353 455,484 179,869 

実質収支 557,042 430,456 126,586 

単年度収支 126,586 4,479 122,107 

実質単年度収支 416,561 319,655 96,906 

※ 形式収支 …

※ 実質収支 …

地方公共団体のその年度の歳入総額から歳出総額を単純に差し引いたもの。年度内

に収入された現金と支出された現金の差額です。

※ 単年度収支 …

形式収支から翌年度に繰り越されるべき財源を控除した額が実質収支であり、累積

の黒字又は赤字を表します。年度内に支出が終わらない見込みのあるものについては

繰越明許費や事故繰越等として翌年度に繰り越されます。翌年度に繰り越されるべき

財源とは、それに伴い繰り越されることになった、使い道の決まっている財源のこと

です。

実質収支には前年度以前からの累積された黒字又は赤字が含まれていることから、

当該年度だけの収支を把握するため、当該年度の実質収支額から前年度の実質収支額

を差し引きます。

※ 実質単年度収支 … 単年度収支に当該年度に措置された黒字要素（財政調整基金積立額、地方債繰上償 

還額 )を加え、赤字要素（財政調整基金取崩額）を控除した場合単年度収支が実質的 

にどのようになったか検証するものです。

 

実質収支と実質単年度収支について 

・実質収支には前年度以前から累積された黒字又は赤字が含まれています。 

・前年度からの影響を遮断し、当該年度のみの実質的な収支状況を示したものが実質単年度収支です。 

・実質収支が黒字であっても、実質単年度収支が赤字であれば、前年度までの黒字のおかげで当該年度もかろうじ

て黒字となっていることを示しています。この状態が続けば、やがて実質収支も赤字となります。 

・地方財政の健全性（決算収支の均衡）の判断は実質収支が黒字か赤字かを見るだけでは不十分なため、実質収支

４ 公債費・地方債現在高 

が前年度と比べてどう増減したのか（単年度収支）に加え基金の積立てや取り崩し、地方債の繰上償還などを考

慮した場合はどうか（実質単年度収支）を併せて見る必要があります。 
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３ 決算収支 

※ 「地方債」とは地方自治体が財政上必要とする資金を政府・銀行等から調達することによって負担する長期的 

な債務（借金）のことで、その元金、利子や一時借入金の利子を支払うための経費を「公債費」といいます。 
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 地方交付税
6,399,407千円

(50.6%)

国庫支出金

その他の一般財源

1,392,592千円

(11.0%)

480,643千円

(3.8%)

県支出金

町債

548,504千円

(4.3%)

1,499,800千円

(11.    9%)

交付金

地方消費税

200,343千円

(1.6%)

地方譲与税

町税
(0.9%)

111,07 6千円

1,471,211千円

(11.6%)

一般財源

(76.6%)

特定財源

(23.4%)

2,958,022千円

その他の特定財源

540,530千円

(4.3%)

町に入ってくるお金には、どんな種類があって、どこから来ているのでしょうか？ 

歳入に占める割合は、地方交付税、町債、町税の順になっています。また、一般財源の割合は 76.6％でした。 

9,686,084千円 

※ 地方譲与税 … 国税として徴収したものを、国が一定の基準により、地方公共団体に対して譲与する

ものです。地方揮発油譲与税、自動車重量譲与税などがあります。

するものです。 

※ 地方交付税 …

※ 地方消費税交付金 … 地方消費税の一部を財源として、県が人口と従業者数で按分し、市町村に対して交付 

全国どの市町村に住んでも一定水準の行政サービスが受けられるよう、所得税、法人

税、酒税、消費税、たばこ税といった国税の一定割合を財源として、国が一定基準によ

り市町村に交付するものです。

１ 歳入内訳の構成 
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一般財源

自主財源と依存財源 

地方税や地方交付税のように、使途が特定されていない財源を一般財源と呼んでいます。地方税、地方譲与税、利

子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、自動車取得税交付金、自動車税環境性能

割交付金、ゴルフ場利用税交付金、地方特例交付金、地方交付税、交通安全対策特別交付金等を一般財源として扱っ

ています。町が様々な行政ニーズに適切かつ柔軟に対応するためには、この一般財源の確保が極めて重要になります。

町の歳入は、町税、分担金及び負担金、使用料及び手数料などのように町が自ら収入額を見積もり賦課徴収するこ

とのできる自主財源と、国庫支出金、地方交付税、地方譲与税などのように国から定められた額を交付されたり割り

当てられたりする依存財源とに区分されます。地方公共団体が自主性を発揮して行政をすすめるためには、自主財源

の確保が必要とされますが、阿賀町は自主財源が乏しく、歳入総額の 7 割以上が依存財源となっています。 
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7

２ 町 税 

町民の皆さんや町内に事務所などを持つ法人などに納めていただく税金です。町民税、固定資産税、軽自動車税、

町たばこ税などがあり、町の自主財源でかつ一般財源でもあります。町民税及び固定資産税で町税収入の約９3％を

占めています。 
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◇町税の推移
（千円）

町民税（個人） 町民税（法人） 固定資産税 たばこ税 その他

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

町　税 固定資産税

1,471,211千円
(68.5%)

1,007,417千円

町民税
（個人）

(21.0%)
309,617千円

町民税
（法人）

45,940千円
(3.1%)

町たばこ税
67,787千円

(4.6%)

軽自動車税
35,67 千円

(2.5%)

入湯税

町税は、大部分を占める固定資産税が宅地評価額の下落や償却資産の減に伴い減少傾向にあります。平成 27 年度、

30 年度など固定資産税や町民税（法人）の増により一時的に税収が増加している年もありますが、今後は人口減少

や社会情勢の変化による税収の減額が予測されます。 

4,773千円
(0.3%)
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◇財政力指数の推移
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◇基金残高の推移

平成30年度

財政調整基金 減債基金 特定目的基金 合併振興基金

財政力指数の

県内市町村との比較

粟島浦村0.104 

0.198 阿賀町

佐渡市0.228 

出雲崎町0.239 

関川村0.245 

津南町0.273 

阿賀野市0.417 

五泉市0.433 

新発田市0.494 

0.501 県平均

湯沢町0.985 

聖籠町1.110 

刈羽村1.314 

財政力指数 

ある年度の地方自治体の基準財政収入額を基準財政需要額で除した指標で、これが１を下回れば地方交付税の交付

団体であり、１を上回れば不交付団体となります。指標としては３年度間の平均値を用い、この値が高いほど財政力

が強いとされています。言い換えると、財政力指数が小さいほど地方税の収入能力は低く、地方交付税への依存度は

高いということになります。阿賀町がまさしくこの状況で、歳入全体の約半分を地方交付税に依存しています。 

基金 

基金とは、特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立て、又は定額の資金を運用するために設けられる資

金又は財産のことで、年度間の財政調整機能を担っています。令和元年度は小雪などの理由により、財政調整基金

の積み立て等を行ったため 4 億 5,268 万 1 千円増加しました。今後は財源不足を補うための取り崩しが見込まれ

ることから、適正な基金管理が必要です。 
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教育費

614,398千円

(5.4%)

土木費

1,358,870千円

(11.3%)

民生費

1,958,677千円

(16.3%)

総務費

2,197,901千円

（18.3%)

 議会費

公債費

2,047,763千円

(17.1%)

 82,024千円

  (0.7%)

労働費

災害復旧費

66,6 38千円（0.6%)

(0.2   %)
 30,01    4千  円消防費

 1,240,167千円

(10.3%)

農林水産業費

衛生費

1,313,227千円

(10.9%)

641, 251千円

 (5.4%)

「町のお金は何に使われているのでしょうか？」 

商工費

 457  ,823千円(3.8%)

使われたお金を目的別に分類すると、公債費、総務費、民生費、土木費などに多く使われています。 

公 債 費 ： 借入金の元金・利子などの支払い経費

総 務 費 ： 庁舎や財産の維持管理、戸籍管理、税

金の徴収などに係る経費 

民 生 費 ： 児童、高齢者、心身障害者等の福祉の

充実のための経費 

土 木 費 ： 道路、住宅等の整備や維持管理経費 

衛  生  費 ： 町民の健康管理やごみ・し尿処理経費

教 育 費 ： 学校教育、社会教育、文化・スポーツ

2,500,000        1,000,000   

の振興に係る経費 

  農林水産業費： 農業や林業等に関する経費 

商 工 費 ： 商工業の振興及び観光に係る経費 

消 防 費 ： 消防活動ほか防災対策経費 

災害復旧費 ： 災害箇所の復旧に係る経費 

議  会  費 ： 町議会活動に係る経費 

労 働 費 ： 雇用対策等に係る経費 

「総務管理費」に多くの経費が使われています。この中

には、基金積立金 6 億 5,357 万円、ふるさと阿賀町応

援寄附金事業 3 億 5,612 万円、生活交通確保対策経費

5,480 万円、情報ネットワーク管理経費 5,802 万円等

が含まれています。各行政区への交付金、役場の本庁や

支所、文化福祉会館、上川会館の維持管理等の経費も「総

務管理費」に含まれます。 

１ 目的別分類 

「老人福祉費」の中には、養護老人ホームきりん荘運営

費 1 億 8,132 万円や介護保険特別会計への繰出金 3 億

3,720 万円、後期高齢者医療広域連合への負担金 2 億

941 万円が含まれています。「児童福祉費」には各保育

園の運営経費や、児童手当に係る経費 8,118 万円が含

まれています。「災害救助費」は台風などの災害による

被災者への見舞金や支援金等にかかった経費です。 

19,385

◇民生費の内訳

449,275

872,424

617,593

0

200,000

400,000

600,000

800,000

決算額 1,958,677千円
（千円）

社会福祉費 老人福祉費 児童福祉費 災害救助費

31,55543,937

 ◇総務費の内訳

126,263
0

1,996,146

500,000

 1,000,000

2,000,000

 1,500,000

徴税費総務管理費 その他戸籍・住基費

決算額 2,197,901千円
（千円）

4
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◇目的別歳出決算額の推移
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「道路橋りょう費」に多くの経費が使われています。 

この中には、除排雪対策に係る経費 3 億 5,678 万円が

含まれます。また、道路橋りょう維持管理費として

4,340 万円が含まれています。「都市計画費」には、下

水道費として下水道事業特別会計への繰出金 5 億

8,100 万円が含まれています。 

「保健衛生費」に多くの経費が使われています。この中

には、簡易水道事業特別会計への繰出金 4 億 4,007 万

円のほか、町営診療所運営経費や健康診査、予防接種、

子ども医療費助成に係る経費等が含まれます。「清掃費」

には、ごみ、し尿処理に係る経費 3 億 7941 万円が含ま

れています。 

れています。 

「農業費」に多くの経費が使われています。この中には、「保健体育費」では、学校給食に係る経費 9,532 万円

が含まれています。「教育総務費」では、スクールバス

運行に係る経費 1 億 727 万円、「小学校費」「中学校費」

では、各学校管理事業に係る経費が、「社会教育費」で

は、文化財保護や遺跡発掘に係る経費 914 万円が含ま

います。 

山間地農業維持のための中山間地域等直接支払事業に係

る経費 4,541 万円が含まれます。「林業費」には林道開

設、改良舗装に係る経費 1 億 235 万円が「農地費」に

は、農業用水の確保や農道維持等に係る経費が含まれて

◇土木費の内訳
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阿賀町 全国市町村平均

「財政面から見た行政需要への対応能力はどうなっているのでしょうか？」 

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

 町が住民からのニーズに的確に応えていくには、毎年支出の必要がある義務的経費に充てる財源に加えて、社会経

済や行政需要の変化に適切に対応していくための施策に充てる財源を確保していくことが必要です。その財源確保の

程度を財政構造の弾力性といいます。 

財政構造の弾力性（ゆとり）を判断するための指標が経常収支比率です。地方税・普通交付税などの、使いみちを

制限されない毎年収入される性質の収入（経常的な収入）に対する、人件費・公債費・扶助費など毎年支出される性

質の支出（経常的な支出）の割合です。この割合が低いほど財政にゆとりがあり、さまざまな状況の変化に柔軟に対

応できることを示します。 

１ 経常収支比率 

令和元年度の阿賀町の経常収支比率は、小雪による除排雪経費の減などにより前年度比 2.4％減の 90.1%となり

ましたが、経常的な経費の削減が進まないなかでの普通交付税の段階的縮減が大きく影響し、依然として高い比率と

なっています。今後は人口減による普通交付税の減額が見込まれるため、経常経費の見直しなど検討が必要です。 
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「財政面から見た行政需要への対応能力はどうなっているのでしょうか？」 
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 町が住民からのニーズに的確に応えていくには、毎年支出の必要がある義務的経費に充てる財源に加えて、社会経

済や行政需要の変化に適切に対応していくための施策に充てる財源を確保していくことが必要です。その財源確保の

程度を財政構造の弾力性といいます。 

財政構造の弾力性（ゆとり）を判断するための指標が経常収支比率です。地方税・普通交付税などの、使いみちを

制限されない毎年収入される性質の収入（経常的な収入）に対する、人件費・公債費・扶助費など毎年支出される性

質の支出（経常的な支出）の割合です。この割合が低いほど財政にゆとりがあり、さまざまな状況の変化に柔軟に対

応できることを示します。 

１ 経常収支比率 

令和元年度の阿賀町の経常収支比率は、小雪による除排雪経費の減などにより前年度比 2.4％減の 90.1%となり

ましたが、経常的な経費の削減が進まないなかでの普通交付税の段階的縮減が大きく影響し、依然として高い比率と

なっています。今後は人口減による普通交付税の減額が見込まれるため、経常経費の見直しなど検討が必要です。 （単位：％）

水道事業会計
簡易水道事業

特別会計
下水道事業
特別会計

阿 賀 町
- - -

(△40.2) (△20.7) (△0.1)

経 営 健 全 化 基 準 20.0 20.0 20.0

※資金不足比率がないため「－」で表示し、参考に資金剰余の比率を（△）で表示しています。

 「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」（平成19年6月22日法律第94号）より、地方公共団体は
毎年度の決算を基に健全化判断比率および公営企業ごとの資金不足比率を算定し、監査委員の審査に付
した上で、議会に報告し、公表することが義務づけられています。
　これにより、阿賀町の令和元年度決算に基づく健全化判断比率・資金不足比率の算定結果についてお
知らせします。

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

- -
11.7

(△8.25)
104.9

(△7.06)
阿 賀 町

（単位：％）

35.0

※実質赤字額・連結実質赤字額がないため「－」で表示し、参考に黒字額の比率を（△）で表示しています。

早 期 健 全 化 基 準 13.78 18.78 25.0

財 政 再 生 基 準 20.00 30.00

350.0

財政再生基準

13.78% 18.78% 25.00%    350.00%
早期健全化基準

20.00%       20.00%        20.00% 

経営健全化基準

20.00%        30.00%        35.00%  －

△7.06%
△8.25%

11.7%

104.9%

実質赤字

比率

連結実質

赤字比率

実質公債費

比率

将来負担

比率

水道事業 簡易水道事業 下水道事

△40.2%
△20.7%

△0.1%

健全化判断比率

資金不足比率

（健全財政）

（財政悪化）
健全化判断比率 資金不足比率

健全化判断比率・資金不足比率の指標
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総務費 民生費 衛生費 農林水産業費
商工費 土木費 消防費 教育費
災害復旧費 公債費

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

その他

2,214 

「道路橋りょう費」に多くの経費が使われています。 

この中には、除排雪対策に係る経費 3 億 5,678 万円が

含まれます。また、道路橋りょう維持管理費として

4,340 万円が含まれています。「都市計画費」には、下

水道費として下水道事業特別会計への繰出金 5 億

8,100 万円が含まれています。 

「保健衛生費」に多くの経費が使われています。この中

には、簡易水道事業特別会計への繰出金 4 億 4,007 万

円のほか、町営診療所運営経費や健康診査、予防接種、

子ども医療費助成に係る経費等が含まれます。「清掃費」

には、ごみ、し尿処理に係る経費 3 億 7941 万円が含ま

れています。 

れています。 

「農業費」に多くの経費が使われています。この中には、「保健体育費」では、学校給食に係る経費 9,532 万円

が含まれています。「教育総務費」では、スクールバス

運行に係る経費 1 億 727 万円、「小学校費」「中学校費」

では、各学校管理事業に係る経費が、「社会教育費」で

は、文化財保護や遺跡発掘に係る経費 914 万円が含ま

います。 

山間地農業維持のための中山間地域等直接支払事業に係

る経費 4,541 万円が含まれます。「林業費」には林道開

設、改良舗装に係る経費 1 億 235 万円が「農地費」に

は、農業用水の確保や農道維持等に係る経費が含まれて
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健全化判断比率等算定対象会計名称

一般会計等

公営事業会計

一 般 会 計

診 療 所 特 別 会 計

町営スキー場事業特別会計

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

地方公社
第三セクター等

介 護 保 険 特 別 会 計

阿
　
賀
　
町

簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計

下 水 道 事 業 特 別 会 計

公営企業会計

一部事務組合
広域連合

新 潟 県 市 町 村 総 合 事 務 組 合

さ く ら 福 祉 保 健 事 務 組 合

新 潟 県 中 東 福 祉 事 務 組 合

五 泉 地 域 衛 生 施 設 組 合

新潟県後期高齢者医療広域連合

財 団 法 人 上 川 農 業 振 興 公 社

株 式 会 社 上 川 温 泉

財 団 法 人 三 川 農 業 振 興 公 社

株 式 会 社 阿 賀 の 里

　平成21年4月に「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が全面施行され、「実質赤字比率」「連
結実質赤字比率」「実質公債費比率」「将来負担比率」といった指標の整備とその開示の徹底、財政の
早期健全化や再生を図ることとされたものです。

水 道 事 業 会 計

地方公共団体の財政の健全化に関する法律等の概要

健全化判断比率等の対象

健全段階

○指標の整備と情報開示の徹底

・フロー指標：実質収支比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

・ストック指標：将来負担比率

三セク等を含めた実質的負債に

よる指標

→監査委員の審査に付し議会に

報告し公表

財政の早期健全化段階

○自主的な改善努力による財政健全化

・財政健全化計画の策定（議会の議決）、

外部監査の要求の義務付け

・実施状況を毎年度議会に報告し公表

・早期健全化が著しく困難と認められるとき

は、総務大臣又は知事が必要な勧告

財政の再生段階

○国等の関与による確実な再生

・財政再生計画の策定（議会の議

決）、 外部監査の要求の義務付

け・財政再生計画は、総務大臣に

協議し、同意を求めることができる

・財政運営が計画に適合しないと認

められる場合においては、予算の

変更等を勧告

実
質
赤
字

比
率

連
結
実
質
赤
字
比
率

実
質
公
債
費
比
率

将
来
負
担
比
率

資
金
不
足

比
率

※公営企業会計

ごとに算定

阿賀町はすべての指標において「健全段階」であり、早期健全化段階を下回る⽔準となっています。
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教育費

614,398千円

(5.4%)

土木費

1,358,870千円

(11.3%)

民生費

1,958,677千円

(16.3%)

総務費

2,197,901千円

（18.3%)

 議会費

公債費

2,047,763千円

(17.1%)

 82,024千円

  (0.7%)

労働費

災害復旧費

66,6 38千円（0.6%)

(0.2   %)
 30,01    4千  円消防費

 1,240,167千円

(10.3%)

農林水産業費

衛生費

1,313,227千円

(10.9%)

641, 251千円

 (5.4%)

「町のお金は何に使われているのでしょうか？」 

商工費

 457  ,823千円(3.8%)

使われたお金を目的別に分類すると、公債費、総務費、民生費、土木費などに多く使われています。 

公 債 費 ： 借入金の元金・利子などの支払い経費

総 務 費 ： 庁舎や財産の維持管理、戸籍管理、税

金の徴収などに係る経費 

民 生 費 ： 児童、高齢者、心身障害者等の福祉の

充実のための経費 

土 木 費 ： 道路、住宅等の整備や維持管理経費 

衛  生  費 ： 町民の健康管理やごみ・し尿処理経費

教 育 費 ： 学校教育、社会教育、文化・スポーツ

2,500,000        1,000,000   

の振興に係る経費 

  農林水産業費： 農業や林業等に関する経費 

商 工 費 ： 商工業の振興及び観光に係る経費 

消 防 費 ： 消防活動ほか防災対策経費 

災害復旧費 ： 災害箇所の復旧に係る経費 

議  会  費 ： 町議会活動に係る経費 

労 働 費 ： 雇用対策等に係る経費 

「総務管理費」に多くの経費が使われています。この中

には、基金積立金 6 億 5,357 万円、ふるさと阿賀町応

援寄附金事業 3 億 5,612 万円、生活交通確保対策経費

5,480 万円、情報ネットワーク管理経費 5,802 万円等

が含まれています。各行政区への交付金、役場の本庁や

支所、文化福祉会館、上川会館の維持管理等の経費も「総

務管理費」に含まれます。 

１ 目的別分類 

「老人福祉費」の中には、養護老人ホームきりん荘運営

費 1 億 8,132 万円や介護保険特別会計への繰出金 3 億

3,720 万円、後期高齢者医療広域連合への負担金 2 億

941 万円が含まれています。「児童福祉費」には各保育

園の運営経費や、児童手当に係る経費 8,118 万円が含

まれています。「災害救助費」は台風などの災害による

被災者への見舞金や支援金等にかかった経費です。 

19,385

◇民生費の内訳

449,275

872,424

617,593

0

200,000

400,000

600,000

800,000

決算額 1,958,677千円
（千円）

社会福祉費 老人福祉費 児童福祉費 災害救助費

31,55543,937

 ◇総務費の内訳

126,263
0

1,996,146

500,000

 1,000,000

2,000,000

 1,500,000

徴税費総務管理費 その他戸籍・住基費

決算額 2,197,901千円
（千円）

4

実質赤字比率

標準財政規模 7,879,254

財政再生基準

△ 7.06%

早期健全化基準 13.78%

20.00%

＝

一般会計等の実質赤字額 △ 557,042

　阿賀町の一般会計等の実質収支額は5億5,704万2千円の黒字となっており、赤字は発生していません
が、今後も財政の健全化に引き続き取り組んでいく必要があります。

　当該地方公共団体の一般会計等（一般会計・診療所特別会計・町営スキー場事業特別会計）を対象と
した実質赤字額の標準財政規模（地方公共団体の標準的な状態で経常的に収入される一般財源の規模）
に対する比率です。
　福祉、教育、まちづくり等を行う地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を指標化したもので、財政
運営の悪化の度合いを測るための基礎的な指標とも言えます。

実質赤字比率とは

実質赤字比率の算定方法

実質赤字比率の状況

△ 4.81

△ 4.66

△ 4.16

△ 5.96

△ 5.18

△ 4.93 △ 4.60
△ 5.00

△ 5.12
△ 5.32

△ 7.06

△ 8.00

△ 7.00

△ 6.00

△ 5.00

△ 4.00

△ 3.00

△ 2.00

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 （健全財政）

（財政悪化）
（％）

実質赤字比率の推移
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◇財政力指数の推移

0.1980.1930.1870.1880.1850.1840.183

0.5010.5010.4990.5020.5010.5030.505

0.10 0

0.20 0

0.300

0.40 0

0.50 0

0.600

阿賀町 県平均

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

1,140,3 65 
1,607,822 1,857,693 1,660,817 

1,975,993 
2,265,968 

403,070403,070

401,914 

404,213 
405,338 

406,466 

557,595 

925,524 

1,164,737 

1,456,042 1,680,400 

1,883,091 

1,993,967

1,641,324 

1,641,324 

1,641,324 1,641,328 

0

1,402,760 

1,303,461 

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

7,000,000

 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度  令和元年度

（千円）

◇基金残高の推移

平成30年度

財政調整基金 減債基金 特定目的基金 合併振興基金

財政力指数の

県内市町村との比較

粟島浦村0.104 

0.198 阿賀町

佐渡市0.228 

出雲崎町0.239 

関川村0.245 

津南町0.273 

阿賀野市0.417 

五泉市0.433 

新発田市0.494 

0.501 県平均

湯沢町0.985 

聖籠町1.110 

刈羽村1.314 

財政力指数 

ある年度の地方自治体の基準財政収入額を基準財政需要額で除した指標で、これが１を下回れば地方交付税の交付

団体であり、１を上回れば不交付団体となります。指標としては３年度間の平均値を用い、この値が高いほど財政力

が強いとされています。言い換えると、財政力指数が小さいほど地方税の収入能力は低く、地方交付税への依存度は

高いということになります。阿賀町がまさしくこの状況で、歳入全体の約半分を地方交付税に依存しています。 

基金 

基金とは、特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立て、又は定額の資金を運用するために設けられる資

金又は財産のことで、年度間の財政調整機能を担っています。令和元年度は小雪などの理由により、財政調整基金

の積み立て等を行ったため 4 億 5,268 万 1 千円増加しました。今後は財源不足を補うための取り崩しが見込まれ

ることから、適正な基金管理が必要です。 

連結実質赤字額 △ 650,665

連結実質赤字比率 △ 8.25%

財政再生基準

＝

早期健全化基準

　阿賀町の全会計においての実質黒字及び資金剰余額の合計は6億5,066万5千円となり、実質赤字及び資
金不足額は発生していませんが、今後も財政の健全化に引き続き取り組んでいく必要があります。

　公営企業会計を含む当該地方公共団体の全会計（一般会計等・国民健康保険特別会計・後期高齢者医
療特別会計・介護保険特別会計・水道事業会計・簡易水道事業特別会計・下水道事業特別会計）を対象
とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率です。
　すべての会計の赤字や黒字を合算し、地方公共団体全体としての赤字の程度を指標化したもので、地
方公共団体全体としての財政運営の悪化の度合いを示す指標とも言えます。

18.78%

30.00%

標準財政規模 7,879,254

連結実質赤字比率とは

連結実質赤字比率の算定方法

連結実質赤字比率の状況

△ 7.74
△ 7.32

△ 6.56

△ 8.41

△ 7.80

△ 6.77 △ 6.91

△ 7.41

△ 8.81

△ 8.06

△ 8.25

△ 10.00

△ 9.00

△ 8.00

△ 7.00

△ 6.00

△ 5.00

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元

（％）

（健全財政）

（財政悪化）

連結実質赤字比率の推移
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7

２ 町 税 

町民の皆さんや町内に事務所などを持つ法人などに納めていただく税金です。町民税、固定資産税、軽自動車税、

町たばこ税などがあり、町の自主財源でかつ一般財源でもあります。町民税及び固定資産税で町税収入の約９3％を

占めています。 

45,940

67,78735,628
34,423 34,161

33,852 34,242

34,603 40,450

309,617
310,983

314,418

309,776

307,603

305,774
309,430

304,206321,538

350,766
308,208

53,62248,43162,337 50,92155,07851,36660,32647,438 47,368
45,199

1,007,417

1,027,171
929,740 939,554

1,062,346
973,145

874,644 846,678 830,890
888,794

904,432

70,272
84,100

39,496 40,097

79,830 74,378

93,11887,234
93,32276,512

73,688
90,541

35,313

0

40,876

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

◇町税の推移
（千円）

町民税（個人） 町民税（法人） 固定資産税 たばこ税 その他

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

町　税 固定資産税

1,471,211千円
(68.5%)

1,007,417千円

町民税
（個人）

(21.0%)
309,617千円

町民税
（法人）

45,940千円
(3.1%)

町たばこ税
67,787千円

(4.6%)

軽自動車税
35,67 千円

(2.5%)

入湯税

町税は、大部分を占める固定資産税が宅地評価額の下落や償却資産の減に伴い減少傾向にあります。平成 27 年度、

30 年度など固定資産税や町民税（法人）の増により一時的に税収が増加している年もありますが、今後は人口減少

や社会情勢の変化による税収の減額が予測されます。 

4,773千円
(0.3%)

（％）

11.7 阿賀町

財政再生基準　 35.0%

近隣の市を含む県内町村の
状況R元データ）

聖籠町

13.6

10.4

10.2

8.9

9.1

阿賀野市

728,395

6,117,089

591,313

5,912,311

770,152

5,807,139

　阿賀町の実質公債費負担比率は前年度に比べ1.6ポイントの増となりました。全国平均と比べると比率
は高く、町債の繰上償還の実施及び新規発行の抑制、特に普通交付税措置のない地方債は発行しない等
の徹底した地方債管理が必要です。また、公営企業会計への繰出金の増加が比率の悪化に影響してお
り、公営企業会計において収入確保及び歳出削減に努めることにより繰出金を抑制する必要がありま
す。

13.3%
実質公債費比率
（3か年平均）

実質公債費比率
（H29単年度）

11.9%
実質公債費比率
（H30単年度）

10.0%

早期健全化基準 25.0%

標準財政規模-(元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額)

実質公債費比率
（R元単年度） 11.7%

（地方債の元利償還金+準元利償還金）-（特定財源+元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

　当該地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模を基本とした
額に対する比率です。
　借入金(地方債)の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化したもので、資金繰りの程度を示す指
標とも言えます。

9.9

△ 3.0

新潟市10.5

佐渡市

村上市

県内市町村平均

五泉市

粟島浦村

湯沢町

刈羽村

7.5

6.2

関川村

13.4

※各市町村の比率は速報値
であるため、今後変更にな
る可能性があります。

18.7
18.1

17.6 17.4
16.7

14.4

11.5

10.0
10.1

11.7

14.2

13.6 13.2
12.7 12.2

11.6
11.1

10.7
10.5 10.410.5

9.9
9.2

8.6
8

7.4
6.9

6.4 6.1
5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元

阿賀町 県内市町村平均 全国市町村平均（％）

10.0

0.0

実質公債費比率とは

実質公債費比率の算定方法

実質公債費比率の状況

（健全財政）

（財政悪化）

実質公債費比率の推移

．
．
．

．
．
．
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 地方交付税
6,399,407千円

(50.6%)

国庫支出金

その他の一般財源

1,392,592千円

(11.0%)

480,643千円

(3.8%)

県支出金

町債

548,504千円

(4.3%)

1,499,800千円

(11.    9%)

交付金

地方消費税

200,343千円

(1.6%)

地方譲与税

町税
(0.9%)

111,07 6千円

1,471,211千円

(11.6%)

一般財源

(76.6%)

特定財源

(23.4%)

2,958,022千円

その他の特定財源

540,530千円

(4.3%)

町に入ってくるお金には、どんな種類があって、どこから来ているのでしょうか？ 

歳入に占める割合は、地方交付税、町債、町税の順になっています。また、一般財源の割合は 76.6％でした。 

9,686,084千円 

※ 地方譲与税 … 国税として徴収したものを、国が一定の基準により、地方公共団体に対して譲与する

ものです。地方揮発油譲与税、自動車重量譲与税などがあります。

するものです。 

※ 地方交付税 …

※ 地方消費税交付金 … 地方消費税の一部を財源として、県が人口と従業者数で按分し、市町村に対して交付 

全国どの市町村に住んでも一定水準の行政サービスが受けられるよう、所得税、法人

税、酒税、消費税、たばこ税といった国税の一定割合を財源として、国が一定基準によ

り市町村に交付するものです。

１ 歳入内訳の構成 
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一般財源

自主財源と依存財源 

地方税や地方交付税のように、使途が特定されていない財源を一般財源と呼んでいます。地方税、地方譲与税、利

子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、自動車取得税交付金、自動車税環境性能

割交付金、ゴルフ場利用税交付金、地方特例交付金、地方交付税、交通安全対策特別交付金等を一般財源として扱っ

ています。町が様々な行政ニーズに適切かつ柔軟に対応するためには、この一般財源の確保が極めて重要になります。

町の歳入は、町税、分担金及び負担金、使用料及び手数料などのように町が自ら収入額を見積もり賦課徴収するこ

とのできる自主財源と、国庫支出金、地方交付税、地方譲与税などのように国から定められた額を交付されたり割り

当てられたりする依存財源とに区分されます。地方公共団体が自主性を発揮して行政をすすめるためには、自主財源

の確保が必要とされますが、阿賀町は自主財源が乏しく、歳入総額の 7 割以上が依存財源となっています。 

将来負担額-(充当可能基金額+特定財源見込額+
地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額)

標準財政規模-(元利償還金・準元利償還金に係る
基準財政需要額算入額)

6,093,107

63.0

聖籠町

出雲崎町

　阿賀町の将来負担比率は前年度に比べ1.9ポイント悪化しました。全国平均と比べると高い水準にあ
り、一般会計や公営企業会計の地方債残高が比率を悪化させている要因となっています。このため、町
債の繰上償還の実施及び新規発行の抑制、特に普通交付税措置のない地方債は発行しない等の徹底した
地方債管理が必要となっています。

104.9%将来負担比率

早期健全化基準 350.0%

刈羽村

-

-

＝

32.3

5,807,139

阿賀野市135.2

阿賀町

新潟市

104.9

139.6

　地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、当該地方公共団体の一般会計等が将
来負担すべき実質的な負債の標準財政規模を基本とした額に対する比率です。
　地方公共団体の一般会計等の借入金(地方債)や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残
高を指標化したもので、将来財政を圧迫する可能性の度合いを示す指標とも言えます。

-

（％）

近隣の市を含む県内町村の
状況（R元データ）

98.5 五泉市

県内市町村平均

160.9 胎内市

105.6

新発田市

粟島浦村-

※各市町村の比率は速報値
であるため、今後変更にな
る可能性があります。

妙高市

150.0

100.0

0.0

180.9 195.8
181.2

172.4

154.0

133.2 135.8

153.3

103.0
104.9

116.1 113.0 109.1 107.4 107.6 101.9 102.3
108.9

103.4

105.6

79.7
69.2

60.0 
51.0 45.8

38.9 34.5 33.7 28.9
0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元

阿賀町 県内市町村平均 全国市町村平均（％）

将来負担比率とは

将来負担比率の算定方法

将来負担比率の状況

（健全財政）

（財政悪化）

将来負担比率の推移

．
．
．

．
．
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区分 

決算収支には歳入と歳出の差額を示す形式収支のほか、いくつかの収支があります。 (千円)

令和元年度決算  平成 30 年度決算 増減額 

形式収支 635,353 455,484 179,869 

実質収支 557,042 430,456 126,586 

単年度収支 126,586 4,479 122,107 

実質単年度収支 416,561 319,655 96,906 

※ 形式収支 …

※ 実質収支 …

地方公共団体のその年度の歳入総額から歳出総額を単純に差し引いたもの。年度内

に収入された現金と支出された現金の差額です。

※ 単年度収支 …

形式収支から翌年度に繰り越されるべき財源を控除した額が実質収支であり、累積

の黒字又は赤字を表します。年度内に支出が終わらない見込みのあるものについては

繰越明許費や事故繰越等として翌年度に繰り越されます。翌年度に繰り越されるべき

財源とは、それに伴い繰り越されることになった、使い道の決まっている財源のこと

です。

実質収支には前年度以前からの累積された黒字又は赤字が含まれていることから、

当該年度だけの収支を把握するため、当該年度の実質収支額から前年度の実質収支額

を差し引きます。

※ 実質単年度収支 … 単年度収支に当該年度に措置された黒字要素（財政調整基金積立額、地方債繰上償 

還額 )を加え、赤字要素（財政調整基金取崩額）を控除した場合単年度収支が実質的 

にどのようになったか検証するものです。

 

実質収支と実質単年度収支について 

・実質収支には前年度以前から累積された黒字又は赤字が含まれています。 

・前年度からの影響を遮断し、当該年度のみの実質的な収支状況を示したものが実質単年度収支です。 

・実質収支が黒字であっても、実質単年度収支が赤字であれば、前年度までの黒字のおかげで当該年度もかろうじ

て黒字となっていることを示しています。この状態が続けば、やがて実質収支も赤字となります。 

・地方財政の健全性（決算収支の均衡）の判断は実質収支が黒字か赤字かを見るだけでは不十分なため、実質収支

４ 公債費・地方債現在高 

が前年度と比べてどう増減したのか（単年度収支）に加え基金の積立てや取り崩し、地方債の繰上償還などを考

慮した場合はどうか（実質単年度収支）を併せて見る必要があります。 
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３ 決算収支 

※ 「地方債」とは地方自治体が財政上必要とする資金を政府・銀行等から調達することによって負担する長期的 

な債務（借金）のことで、その元金、利子や一時借入金の利子を支払うための経費を「公債費」といいます。 

＝
経営健全化基準 20.0%

＝

＝
経営健全化基準 20.0%

＝

＝
経営健全化基準 20.0%

＝事業の規模 156,796

簡易水道事業会計
資金不足比率

下水道事業会計
資金不足比率

下水道事業会計（公営企業法非適用企業）

△ 20.7

△ 0.1

135,170

水道事業会計（公営企業法適用企業）

△ 40.2 ％
110,725

水道事業会計
資金不足比率

資金不足額

　当該地方公共団体の公営企業会計（水道事業会計・簡易水道事業特別会計・下水道事業特別会計）ご
との資金の不足額の事業の規模に対する比率です。
　公営企業の資金不足を、公営企業の事業規模である料金収入の規模と比較して指標化したもので、経
営状態の悪化の度合いを示す指標とも言えます。

資金不足額 △ 226
＝

△ 44,464
＝

△ 28,007

　阿賀町の資金不足比率はいずれの会計も資金不足額は発生していません。しかし、水道事業会計の資
金剰余額は、流動資産から流動負債を差し引いたものであり、実際の決算上は欠損金を計上しています
ので、決して経営状況が良いわけではありません。
　簡易水道事業特別会計、下水道事業特別会計についても、一般会計からの繰入金によって収支が黒字
となっています。これは一般会計の負担の増や実質公債費比率及び将来負担比率の上昇につながること
から経営の健全化に引き続き取り組んでいく必要があります。

資金不足額

事業の規模

％＝
事業の規模

簡易水道事業会計（公営企業法非適用企業）

％

資金不足比率とは

資金不足比率の算定方法

資金不足比率の状況

△ 184.2
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水道事業会計

△ 0.2 △ 0.4 △ 0.2 △ 0.3 △ 0.9 △ 0.2 △ 0.3 △ 0.3 △ 0.2

△ 20.7

△ 0.3
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資金不足比率の推移
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